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福島みずほ参議院議員事務所石川様

(FAX: 03-3 5 0 0 -4 6 40) 

いつもお世話になっております。

4月3自に、 f3~ 27日の院内交渉での再々質陪jの件名

でお問い合わせいただいた事項につき、回答をお送りいたし

ます。

ご査収の稜、よろしくお願い申しょげます。

平成 24年4.Fj6白

原子力安全・保安院

耐震安全審議室
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1. r活断層の3連動で760ガノレjとの断定は、冨の耐震設軒審査指針に違反

3月28自の f地震・津波に関する意見聴取会Jで、大飯原発に関する活断

層の連動について、保安践は、次のような判断念示しましたo rFo・B-Fo・A断

層と熊)1[斯層については、念のために違憲bを考慮、した地震勤評価結果 (760

ガノレ)が事業者より示されており、妥当と判断するs吏に、この地震動を用い

た施設の耐震安全性評価の実施が必要Jこのように、「活断層の3連動で760

ガルJという評価について、保安設は、断層・モデルを用いた評価であると、 3

0自に行われた福井県原子力安全専門委員会の場で説明しました。

( 1) 7 6 0ガノレを基準地震動と見なすのですか。また、機器や制御棒などの

耐震安全性評僚は、この760ガノレの地震動に義づいて行うのですか。

〈回答〉

1. Fo・B~Fo・A 断層と熊)1f断層の連動院については、専門家の意見を聴取し、

小携j湾の基底冨に Fo.A断層と熊JlI断層が連続するような埋没地形が認めら
れないなど、地質構造上の観点から、一連の活断層と考える必要はないと考

えているe

2.地震構造上の観点からは連動しないと考えるが、念のため不確かさを考慮、

し、 Fo・B~Fo晶A 断層と熊)11断層は連動するものとして地震勤評価を実施し

た。

3.その結果、得られた760ガルの地震動により建物、機器等への影響を、

基準地震動と同様に評価し、評価基準値を満足するかどうかを磁認、すること

とする。

4.ただし、 Fo・B--Fo・A断層と熊)I(断溜の連動は、念のための評価であり、こ

れをき~~陣地震動とする必要はないと考えているe
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(2)原子カ安全委員会の「発電用原子炉織設に関する耐震設計審査指針Jで

iま、基準地震動の策定について下記のように明記されています。げの応

答スベクトノレに基づく地震動評価及び註の断層モデルを用いた手法によ

る地震勤評舗の双方を実施し、それぞれによる基準地震動Ssを策定するJ
しかし、 760ガノレは断層モデルによる評価であり、応答スベクトノレに基

づく評価は行われていませんa このことは、「安全設許審査指針Jが求め

ている「双方を笑絡しJに違反しているのではないですか。なぜ、 f双方

を実捜し」を守らずに、断層モデノレによる 760ガノレだけで、「妥当と判

断j したのですか

(3)現行の2つの活断層の遼動による基準地震動700ガ/レは、応答スベタ

トノレlこ基づく評価です。 3つの活断麓が連動した場合、応答スベクト/レに

基づく地震動3判置の値を示して下さいe

(毘答)

1. Fo.B....... Fo..A断層と熊)11断層については、専門家の意見を聴取し、地質構造

上、連動しないと考えているが、念のための地震勤評価を断層モデルにより

実施していたものo. 

2‘今後、事業者に3つの活断層が連動した場合の距離減資式に藁づく地震動

評価を実擁させ、意見聴取会において専門家の意見を聴取することとする。

持 3/ 6 
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2.耐震安全性評嫡の確認は、当然、再稼働の前に行うべき

( 1) 3}3 30自の福井県原子力安全専門委員会に保安院が提出した資料2-2

(または、地震・津波15欄2.1，6頁)では、 3連動等に関して、 f耐震パy
クチェックにおける地震勤評価の今後の予定についてjという図式が示さ

れてい虫ずー大飯原発3・4号の耐震安全性評価の確認は、当然、再稼働

の前に行うという理解でいいですかe

(2)その図には、「事業者による耐震安全性評価結果の確認、及び耐震補強計画

の策定jが寄かれていますが、これにある機器等の評価値が評価基準値を

超えた場合、運転のためには補強計留が必要だということですか。

( 3)照時に、間資料では、 f事業者による耐震安全性評価結果の糠総及び思議

補強計留の策定Jまでしか警かれていませんa これは、実際に補強工事を

しなくても、策定された檎強計画を規制当局が確認すれば再稼働を認める

という意味ですか。

(回答)

1 .耐震パyタチェックは、改訂された樹震設計審議指針に照らして、既設原

子力発電所の耐震'注が穣保されているかどうかを維認し、継続的な安全性向

ょのための取り組みとして位置付けられているものであ性、発電所の蒋稼働

の要件ではない。

2.既設原子力発電所についても、将来、新しい知見が得られ、地震動の見芭

しを行う必要があれば、当然、新たな対応を講ずる。

3.耐震補強が必要かどうかは、地震動の評価結呆を踏まえて、事業者が判断

ずるものであり、このプロセスは、ストレステストや再稼働と関係するも

のではな"'0
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3.耐震安全e陸評価の選準は、ストレステA トのクジフエッジ (Ssの1.8傍)
とは53rJの基調書について。 3~ 3 0自の福井県原子力安全専門委員会に保安
説が提出した資料2・3(または、地震・津波15ふ1添付資料)の3賞では、

次のように記載されています1:1rさらに、地震勤評備における不確かさを考
慮したケ}スについて評価した結果、大飯3/4号機.ストレステスト 1次

評価で縫認したクリアエッジ(基準地震動Ss-lの1.8f音)を下田るj し
かし、ストレステストによるクリアエyジは、炉心溶磁の一歩手数の f基

準jであり、そのような崩壊ギジギリの値と、耐震安全性の評価基灘とは

別もののはずです。

(1) この資料には出所が審かれていませんが、売は関西電力作成の地震・津

波(活断層)4..2・2、29頁だと思われます。原子力安全・保安院としてそ

のま主認めたということですか。

(思答)

1 .ご指摘の資料は、調西震カが地震・縁波に癒する意見聴取会(活断層関係)

(第4飽)に提出したものである。

2‘保安践としては、資料に示された地震動の応答スベクトノレを計算した際の

計算諾元を確認し、専門家の意見を聴取のうえ、妥当なものと判断しているa
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(2)耐震安全性評価の基準については、ストレステストのクジフエッジとは

Bリに、格当な安全余裕(絡度)をとって、設定しているのではないですかa

(沼答)

1.耐震安全性評価の基準は、設言十時と同様な基準を採用しているが、 A トレ

ステストでは、設許よの許容伎が、物理的被断等が発生する最終的な術力に

比べて余裕をもって設定されている場合については、技術的に説明が可穏な

範留において、設計上の許容値以上に耐カがあるものとして裕度を評価して

も良いこととしている。

(3) 3月27毘の政府交渉で確蕗したように、現在も有効である従来の耐震

安全性評価では、大飯3/4号の地震時の制御棒挿入時間について、評価

義務主催(鮮容依)2. 2秒、評{高値2. 1 6秒ということでした。この場

合は、評価基準値と評価値の間の余裕はわずか2%しかありませんo3運

動の場合に、仮に760ガノレを採用しでも、制御纏挿入時間は評価基準催

の2.2秒を超えるのではありませんか。その場合、大飯3/4号の運転

はできないのではないですか。

(回答)

1. 2. 1 6秒という催は、大飯3/4号機に係る耐震バックチェックの中間

報告において、制御棒捧入性が許容健を満たすことを確認するため、総合資

源エネルギー調査会原子力安全・保安部会の耐震・構造設許小委員会におい

て了承された簡便な方法により、関西電力において算定した制御棒挿入性の

イ薩である。

2. なお、制御棒挿入性については、実機試験体を用いた耐震機能限界試験等

の結果から、約1560ガノレの地震動に対しでも制御棒が全挿入されること

を穣認している窃
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